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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-2-1-別添 1「地下水位低下設備の設計方針」で設定している構造強度

の設計方針に基づき，地下水位低下設備のうちドレーンについて，地震時の構造強度を

有していることを確認するものである。 

ドレーンに要求される地下水の集水機能の維持を確認するに当たっては，地震応答解 

析に基づく構造部材の健全性評価を行う。 
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2. 基本方針

原子炉建物等の建物・構築物の耐震評価において，地下水位低下設備の効果を期待し

た浸透流解析結果から設計地下水位及び設計揚圧力を設定しており，ドレーンについて

は，耐震性が確保されている前提で，大気圧解放状態として条件設定している。 

本資料では，原子炉建物等の直下に設置するドレーンを対象に，地震時における構  

造強度の確認を行う。 

2.1 位置 

地下水位低下設備のうちドレーンの設置位置を図 2－1 に示す。 

ドレ―ン延長 ①L=151m，②L=110m，③L=91m 

図 2－1 ドレーンの設置位置 

① 

② 
③
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2.2 構造概要 

地下水位低下設備の構成概要を図 2－2 に，ドレーンの概略平面図及び断面図を図 2

－3 に示す。ドレーンは原子炉建物等の下に配置するφ200mm の硬質ポリ塩化ビニル管

であり，地下水位低下設備のうち揚水井戸を起点として建物側へ岩盤内に設置してい

る。 

 

 

 

図 2－2 地下水位低下設備の構成概要 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 号機 

原子炉建物 

凡例 
    

：揚水ポンプ  ：水位計 

揚水井戸 

屋外排水路へ 

EL-4.7m 

EL -21.7m 

ドレーン 

EL-18.7m～EL-13.0m 

EL 8.5m 
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                                   （単位:mm） 

概略平面図（揚水井戸，ドレーン） 

 

（単位:mm） 

概略断面図（有孔管φ200） 

 

図 2－3 ドレーンの概略平面図及び断面図 
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2.3 評価方針 

地下水位低下設備は，建設時から地下水位低下設備を設置していた原子炉建物等の

建物・構築物に作用する揚圧力の低減を目的とし，地下水位を一定の範囲に保持する

ために設置する。また，ドレーンを含む地下水位低下設備の耐震重要度分類はＣクラ

スとして分類し，基準地震動Ｓｓに対して機能維持する設計としている。 

ドレーンは岩盤内に設置されており，地震時は地盤の挙動に追従すると考えられる

ことから，「既発電用原子炉設置変更許可申請 添付書類六（原規規発第 2109152 号 

令和３年９月１５日許可）」に示す，原子炉建物の基礎地盤安定性評価に用いた２次

元動的有限要素法の解析モデルより算出する地震力にて耐震評価を行う。 

耐震評価は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，ドレーンに生じる変形量から算

出される発生ひずみ率が，強度試験結果に基づき設定した許容限界を超えないことを

確認する。 

なお，安全対策工事に伴う掘削範囲とドレーンは離隔があり，掘削によるドレーン

への影響は軽微であると考えられるが，影響確認結果を参考資料１に示す。 

ドレーンの評価フローを図 2－4 に示す。 
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図 2－4 ドレーンの評価フロー 

ドレーンの変形量による評価 

評価開始 

許容限界の設定 

フレームモデルの作成

静的フレーム解析 

評価終了 

基礎地盤安定性評価 

（２次元地震応答解析） 

基準地震動Ｓｓ 

断面の評価・構造強度の確認 

地震力の抽出 
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2.4 適用規格・基準等 

ドレーンの評価において，適用する規格・基準等を以下に示す。 

 ・水道用硬質ポリ塩化ビニル管技術資料(塩化ビニル・継手協会) 

 ・日本産業規格(ＪＩＳ) 
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3. 耐震評価 

3.1 評価対象部位 

ドレーンは岩盤内に設置され，その一部は原子炉建物等の直下に位置するため，こ

れらの構造物の荷重が岩盤を介して作用するものと考えられる。この時，構造物の重

量が大きい程，ドレーンに作用する荷重も大きくなるため，ドレーンの設置範囲にお

いて重量の大きい原子炉建物の下に設置するドレーンを評価対象とする。 

 

3.2 荷重及び荷重の組合せ 

3.2.1 荷重  

ドレーンに作用する荷重は，原子炉建物等の基礎底盤以深の岩盤を削孔した空

隙内に設置されていることを踏まえ設定する。 

Ⅵ-2-9-3-4「原子炉建物基礎スラブの耐震性についての計算書」において，原

子炉建物の地震時接地圧 2.01N/mm2に対し，支持する岩盤の極限支持力は，

9.8N/mm2 であり，十分な支持性能を有していることを確認している。したがっ

て，ドレーンを設置する空隙（ドレーン外径 216mm に対し岩盤削孔径 250mm）は，

地震時においても形状が保持されると考えられることから，ドレーンには鉛直及

び水平の土圧は作用しない。なお，ドレーン周辺の岩盤について，局所安全係数

分布の破壊領域（せん断強度又は引張強度に達した要素）を確認することによ

り，ドレーンに直接土圧が作用しないことを確認する。 

 

(1) 固定荷重(Ｇ) 

固定荷重としてドレーン自体の自重，及び保守的に岩盤とドレーンの間の空隙

内（以下「空隙内」という。）に砂があると仮定し，空隙内の砂による上載土荷

重を考慮する。空隙内の砂の自重による鉛直荷重は軽微であり，空隙内の拘束力

は小さいため，鉛直土圧による水平方向の土圧は見込まないものとする。水平土

圧は，上載土荷重を打ち消す効果があるため，水平土圧を見込まない場合のひず

み率は，判定として保守的な値となる。 
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(2) 地震荷重(Ｓｓ) 

地震荷重は，地震時の原子炉建物及び地盤の応答を評価できる原子炉建物等の

基礎地盤安定解析モデル（東西及び南北断面）より抽出する。抽出範囲は，ドレ

ーンの設置範囲（EL-18.7m～EL-13.0m）を包絡するよう，ドレーン設置範囲の下

端（EL-18.7m）から上端は保守的に原子炉建物の荷重が直接作用する原子炉建屋

底面レベル(EL-4.7m)までとする。抽出した最大応答加速度から，ドレーンをモデ

ル化したフレームモデルに静的に作用させる。 

最大応答加速度の抽出対象範囲を図 3－1 に示す。 

 

 

 

断面位置図 

図 3－1(1) 最大応答加速度の抽出範囲 

  

EL 44m

EL 15m以下

EL 15m以下

T.P.+15m以下

①

①’

2号炉原子炉建物

② ②’

0 200m
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南北断面（①－① ’断面） 

南北断面（拡大図） 

図 3－1(2) 最大応答加速度の抽出範囲 
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東西断面（②－② ’断面） 

 

 

東西断面（拡大図） 

 

図 3－1(3) 最大応答加速度の抽出範囲 
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3.2.2 荷重の組合せ  

荷重の組合せを表 3-1 に示す。 

 

表 3－1 荷重の組合せ 

荷重状態 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 Ｇ＋Ｓｓ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｓｓ：Ｓｓ地震荷重 

 

3.2.3 設計用震度の算定 

a. 地盤物性のばらつき 

地盤については，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定してい

る物性値を用いる。また，地震応答解析においては，地盤物性のばらつきを考慮

する。地盤物性のばらつき考慮ケ-スを表 3－2 に示す。 

 

表 3－2 解析ケース 

解析ケース 

地盤物性 

岩盤 

（Ｇ0：動せん断弾性係数） 

ケース①（基本ケース） 平均値 

ケース② 平均値＋１σ 

ケース③ 平均値－１σ 
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b. 地震応答解析の解析ケースの選定

地震応答解析においては全ての基準地震動Ｓｓに対し，解析ケース①を実施す

る。解析ケース①において応答加速度が最も厳しくなる地震動を用いてケース②

及びケース③を実施する。 

耐震評価における解析ケースを表 3－3 に示す。 

表 3－3 耐震評価における解析ケース 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③

基本ケース 

地盤物性のばらつき

（＋１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性のばらつき

（－１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 

地
震
動
（
位
相
）

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

＋－＊ ○ 

－－＊ ○ 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○   

－＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位

相を反転させたケースを示す。 

基準地震動Ｓｓ（6 波）に位相反転を考
慮した地震動（6 波）を加えた全 12 波
に対し，ケース①（基本ケース）を実施
し，応答加速度が最も大きい地震動を用
いてケース②及び③を実施する。 
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c.  地震応答解析 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動  

Ｓｓを一次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用い

る。設計用震度は，ドレーンの設置範囲を包絡するよう設定した範囲から抽出さ

れた最大応答加速度を用いて設定する。図 3－2 に入力地震動算定の概念図を示

す。 

解析コードは，入力地震動算定に「ＡＤＶＡＮＦ」を使用し，ドレーンをモデ

ル化したフレーム解析については「ＴＤＡＰⅢ」を使用する。解析コードの検証

及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概

要」に示す。 

 

 

図 3－2 入力地震動算定の概念図 

  

６ 層

５ 層

４ 層
３ 層

３ 層

４ 層

５ 層

６ 層

解放基盤モデル図 地震応答解析モデル図

EL 8.5m

EL-215.0m

EL-10.0m

EL-215.0m
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3.3 許容限界 

ドレーンの評価における許容限界は，表 3－4 に示す機能維持のための考え方を踏ま

え，ドレーンの強度試験結果に基づきひずみ率を設定する。 

ドレーンのひずみ率は，「JIS K 6741:2016 硬質ポリ塩化ビニル管 9 試験方法 

9.1 性能試験 9.1.4 偏平試験」に基づいたドレーンの偏平試験結果より設定した。

ドレーンの強度試験結果を参考資料２に示す。硬質ポリ塩化ビニルは粘弾性体であ

り，材料の性質上，第１折れ点を読み取ることが困難であるため，偏平試験結果より

得られた荷重－変位曲線図から明確におおむね弾性として考えられる 5％を許容限界と

する。 

荷重－変位曲線図を図 3－3 に示す。 

表 3－4 ドレーンの評価における許容限界 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

構造強度を 

有すること 

基準地震動 

Ｓｓ 
ドレーン 

部材に生じる応力が内空

断面を確保するための許

容限界を超えないことを

確認 

ひずみ率 

5% 

19
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図 3－3 荷重－変位曲線図 
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3.4 評価方法 

3.4.1 ドレーンの変形量算出方法 

ドレーンは，横断方向(管軸直行方向)について評価を実施する。 

(1) 地震荷重の設定

地震荷重は，ドレーンの設置範囲を包絡するよう設定した範囲から抽出した鉛

直方向の最大応答加速度を算出し設定する。 

(2) 横断方向断面の検討

ドレーンの横断方向断面の検討は，２次元地震応答解析によって得られた最大

応答加速度を震度として設定したフレーム解析とする。 

震度は鉛直最大応答加速度に着目し，地震時慣性力を設定する。構造部材は円

形状にモデル化した線形はり要素とし，自重と地震時慣性力を足し合わせた荷重

を一方向から静的に載荷し，発生ひずみ率を算出する。 

図 3－4 に荷重図を示す。また，ドレーンの構造諸元と物性値を表 3－5，表 3－

6 に示す。 

21
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固定荷重（G） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震荷重（Ss） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－4  横断方向断面の荷重図 

  

上載土自重 

地盤反力 

ドレーン自重 

上載土慣性力 

地盤反力 

ドレーン慣性力 
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表 3－5 ドレーンの構造諸元 

呼び径 外径 内径 厚さ 

200mm 216mm 194mm 11mm 

 

表 3－6 ドレーンの物性値 

材料 単位体積重量 ヤング係数 

硬質ポリ塩化ビニル 14.0 kN/m3 3.4×106 kN/m2 

 

3.4.2 断面の評価方法  

ドレーンは，地震時に内空断面を確保して地下水を集水するため，横断方向断

面の発生ひずみ率が，許容限界を超えないことを確認する。 

 

3.4.3 岩盤の局所安全係数分布の確認 

ドレーン周辺の岩盤については，南北断面及び東西断面のうち２次元地震応答

解析によって得られた最大応答加速度が最大となる，地震動及び時刻における局

所安全係数分布の破壊領域（せん断強度又は引張強度に達した要素）を確認する

ことにより，ドレーンに直接土圧が作用しないことを確認する。 
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20 

 

4. 評価結果 

4.1 フレーム解析による評価結果 

(1)  地震荷重 

ドレーンに作用する地震荷重は，原子炉建物等の基礎地盤安定解析モデル（東西

及び南北断面）より，ドレーンの設置範囲を包絡するよう設定した範囲から抽出し

た最大応答加速度となる基準地震動の地震荷重を用いる。表 4－1 に各地震動の鉛直

最大応答加速度の結果を，表 4－2 にドレーンの設計用地震力を示す。 
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表 4－1 地盤の応答解析より得られた鉛直最大応答加速度 

解析ケース 地震動 位相 

(南北断面) 

鉛直最大応答加速度 

（m/s2） 

(東西断面) 

鉛直最大応答加速度 

（m/s2） 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ 5.09 4.95 

－＋＊ 5.22 4.88 

＋－＊ 5.22 4.88 

－－＊ 5.09 4.95 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 3.73 5.12 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 3.81 3.77 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ 2.99 3.29 

－＋＊ 2.50 2.43 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ 3.80 3.91 

－＋＊ 3.13 3.94 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ 3.34 3.61 

－＋＊ 3.33 3.70 

② Ｓｓ－Ｄ 
－＋＊ 5.45 － 

＋－＊ 5.45 － 

③ Ｓｓ－Ｄ 
－＋＊ 4.73 － 

＋－＊ 4.73 － 

下線は設計で用いる最大応答加速度 

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位

相を反転させたケースを示す。 

表 4－2 ドレーンの設計用地震力 

地震動 
ケース②（平均値＋1σ）

Ｓｓ－Ｄ（－＋，＋－）

地震力 
0.56 

（鉛直） 
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(2) 評価結果

フレーム解析より得られた最大変形量について，ドレーン径の 205mm（管厚の中央

部）で除し，発生ひずみ率を算出する。 

ドレーンの評価結果を表 4－3 に示す。基準地震動Ｓｓの地震力において，許容限

界を超えないことを確認した。 

表 4－3 ドレーンの評価結果 

条 件 地震動 

ケース②（平均値＋1σ）

Ｓｓ－Ｄ（－＋，＋－） 

最大変形量 

発生ひずみ率 

最大変形量 0.30mm 

発生ひずみ率(A) 0.15% 

許容限界 許容ひずみ率(B) 5.0% 

照査値 (A/B) 0.03 
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4.2 岩盤の局所安全係数分布の確認結果 

ドレーン周辺の岩盤の局所安全係数分布図を図 4－1 に示す。局所安全係数確認範囲

（ドレーン評価における最大応答加速度の抽出範囲）において，局所的に引張強度に

達した要素があるが，局所安全係数確認範囲におけるドレーン設置範囲においては，

せん断強度及び引張強度に達した要素がないことから，ドレーンに直接土圧が作用し

ないことを確認した。 

（Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

（Ｓｓ－Ｄ（＋－）） 

図 4－1 ドレーン周辺の岩盤の局所安全係数分布図 
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（参考）1－1 

（参考資料１）安全対策工事に伴う掘削による影響確認 

1. 概要

ドレーンは，原子炉建物の基礎地盤安定性評価に用いた２次元動的有限要素法の解析

モデルより算出する地震力にて耐震評価を実施している。ドレーンの設置位置と安全対

策工事に伴う掘削範囲には離隔があり，当該掘削範囲による影響は軽微であると考えら

れるが，安全対策工事に伴う掘削を考慮した検討を実施し，影響を確認する。 

2. 評価方法

安全対策工事による掘削を考慮した，原子炉建物の基礎地盤安定性評価に用いた２次

元動的有限要素法の解析モデルより算出する地震力を比較し，安全対策工事に伴う掘削

の有無による影響を確認する。 

最大応答加速度の抽出対象範囲を図 2－1 に示す。 

断面位置図 

図 2－1(1) 最大応答加速度の抽出範囲 
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（参考）1－2 

南北断面（①－① ’断面） 

南北断面（拡大図） 

図 2－1(2) 最大応答加速度の抽出範囲 

29



（参考）1－3 

東西断面（②－② ’断面） 

東西断面（拡大図） 

図 2－1(3) 最大応答加速度の抽出範囲 
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（参考）1－4 

3. 評価結果

3.1 設計用地震力の比較検討結果 

ドレーンに作用する地震荷重は，安全対策工事に伴う掘削を考慮した原子炉建物等

の基礎地盤安定解析モデル（東西及び南北断面）より，ドレーンの設置範囲を包絡す

るよう設定した範囲から抽出した最大応答加速度となる基準地震動の地震荷重を用い

る。表 3－1 に各地震動の鉛直最大応答加速度の結果を，表 3－2 にドレーンの設計用

地震力を示す。安全対策工事に伴う掘削の有無でドレーンの設計用地震力への影響が

ないことを確認した。 
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（参考）1－5 

 

表 3－1 地盤の応答解析より得られた鉛直最大応答加速度 

解析ケース 地震動 位相 

安全対策工事に伴う掘削あり 

(南北断面) 

鉛直最大応答加速度 

（m/s2） 

(東西断面) 

鉛直最大応答加速度 

（m/s2） 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ 5.06 4.97 

－＋＊ 5.20 5.02 

＋－＊ 5.20 5.02 

－－＊ 5.06 4.97 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 3.73 5.46 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 3.74 4.12 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ 3.01 4.08 

－＋＊ 2.52 3.99 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋＊ 3.82 4.49 

－＋＊ 3.21 4.25 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋＊ 3.26 4.14 

－＋＊ 3.39 4.45 

② Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ － 4.52 

③ Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ － 5.17 

解析ケース 地震動 位相 

(参考)安全対策工事に伴う掘削なし 

(南北断面) 

鉛直最大応答加速度 

（m/s2） 

(東西断面) 

鉛直最大応答加速度 

（m/s2） 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ 5.09 4.95 

－＋＊ 5.22 4.88 

＋－＊ 5.22 4.88 

－－＊ 5.09 4.95 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 3.73 5.12 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 3.81 3.77 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ 2.99 3.29 

－＋＊ 2.50 2.43 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋＊ 3.80 3.91 

－＋＊ 3.13 3.94 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋＊ 3.34 3.61 

－＋＊ 3.33 3.70 

② Ｓｓ－Ｄ 
－＋＊ 5.45 － 

＋－＊ 5.45 － 

③ Ｓｓ－Ｄ 
－＋＊ 4.73 － 

＋－＊ 4.73 － 

   下線は各条件での設計に用いる最大応答加速度 

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位

相を反転させたケースを示す。 
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（参考）1－6 

 

表 3－2 ドレーンの設計用地震力 

安全対策工事に伴う

掘削あり 

地震動 
ケース①（平均値） 

Ｓｓ－Ｆ１（＋＋） 

地震力 
0.56 

（鉛直） 

(参考) 

安全対策工事に伴う

掘削なし 

地震動 
ケース②（平均値＋1σ） 

Ｓｓ－Ｄ（－＋，＋－） 

地震力 
0.56 

（鉛直） 
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（参考）1－7 

3.2 岩盤の局所安全係数分布の確認結果 

ドレーン周辺の岩盤の局所安全係数分布図を図 3－1 に示す。ドレーン周辺の岩盤に

おいては，せん断強度及び引張強度に達した要素がないことから，ドレーンに直接土

圧が作用しないことを確認した。 

（Ｓｓ－Ｆ１（＋＋）） 

図 3－1 ドレーン周辺の岩盤の局所安全係数分布図 
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（参考）2－1 

 

（参考資料２）ドレーンの強度試験結果 

 

1. 概要 

ドレーンの耐震評価は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，ドレーンに生じる変形

量から算出される発生ひずみ率が，強度試験結果に基づき設定した許容ひずみ率を超え

ないことを確認する。本章は，許容限界の設定のため実施した強度試験結果について示

すものである。 

 

2. 試験方法 

2.1 試験体 

ドレーンは，外径 216mm，厚さ 11mm の硬質ポリ塩化ビニル管に幅 3mm，長さ 200mm

のスリットを設けた有孔管である。試験体の作成については，スリットの配置を考慮

し，長さ 250mm の２パターン×３試験体とした。 

ドレーン構造図及び試験体（写真）を図 2－1 に示す。 

        スリットパターン１        スリットパターン２ 

 

図 2－1 ドレーン構造図及び試験体（写真） 

  

（単位：mm） 

 

スリットパターン 1 

 

スリットパターン２ 
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（参考）2－2 

 

2.2 試験方法 

強度試験の方法は「JIS K 6741:2016 硬質ポリ塩化ビニル管 9 試験方法 9.1 性

能試験 9.1.4 偏平試験」に準拠し，低速型万能試験機を用いて２枚の平板に試験体

を挟み，管軸直角方向に 10mm/分±2mm の載荷速度で，ドレーンの外径が 1/2 になるま

での荷重及び変位を計測した。 

偏平試験の状況写真を図 2－2 に示す。 

 

 

図 2－2 偏平試験の状況写真 
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（参考）2－3 

 

3. 試験結果 

偏平試験により得られた荷重－変位曲線を図 3－1 に示す。硬質ポリ塩化ビニルは粘弾

性体であり，材料の性質上，第１折れ点を読み取ることが困難であるため，ドレーンの

耐震評価で用いる許容限界の設定は，試験結果により得られた荷重－変位曲線図から明

確におおむね弾性として考えられるひずみ率を 5％として設定する。 

 

図 3－1(1) 荷重－変位曲線図(パターン１) 

図 3－1(2) 荷重－変位曲線(パターン２) 
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